
 

住宅地直下における周辺環境保全に配慮した 

都市ＮＡＴＭの施工 
 

 

御園憲治 1・村上正一 2・玉野 達 3 
 

1正会員 株式会社大林組 高野町工事事務所（〒640-1471 和歌山県海草郡美里町長谷宮 709） 
2正会員 株式会社大林組 新線北大和工事事務所（〒630-0134 奈良県生駒市あすか野北 1-3-25） 
3株式会社大林組 ＪＲ紀ノ川工事事務所（〒640-8482 和歌山県和歌山市六十谷 120） 

 

 

 

 北大和トンネルは，住宅地直下の未固結含水地山を低土被りで施工する都市ＮＡＴＭであり，地表面沈下，

騒音・振動等を抑制することが強く求められてきた．また，ライフサイクルコスト低減を目指した高品質な

二次覆工の構築も発注者からの要求事項であった．これらの命題に対し，当社の豊富な都市ＮＡＴＭ工事で

培われた補助工法をはじめとする各種トンネル技術を導入し，無事に完了することができた．本報文では，

施工の経緯，結果について報告するものである． 
 

   キーワード : 閑静な住宅街，未固結含水地山，都市 NATM，周辺環境保全，高品質二次覆工 
 
 

 

１．はじめに 

 

  京阪奈新線は図-1 に示すように，近鉄東大阪線生

駒駅から奈良市登美ヶ丘付近に至る 8.7km の路線で

あり，関西文化学術研究都市および周辺住宅地と大

阪中心部さらにはベイエリアが結ばれ，大阪と奈良

との便利で快適なアクセス手段となることが期待さ

れている．この路線の内，北大和トンネルは北大和

駅と登美ヶ丘駅の間に位置する全長1,100mの複線鉄

道トンネルである． 

  北大和トンネルは，閑静なニュータウンである北

大和住宅地直下の未固結含水地山を低土被りで施工

する都市 NATM トンネルであるため，トンネル工事の

安全性，工事および開業後の住環境にもたらす影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を懸念する地元住民の声が大きかった．これら住民

の不安を解消し，事業および工事に対する理解を得

るため，騒音・振動については列車騒音・振動体験

会，列車騒音実験等も実施し，各種シミュレーショ

ンを基に適切な対策方法を策定した．また，地表面

への影響に対しては，当初設計に盛り込まれていた

補助工法の効果をより高める目的で各種工法を導入

し，試験施工により安全性を実証することで地元の

理解を得て工事に着手することができた．本稿では， 

周辺環境に配慮したトンネル工事計画および掘削工

の経過，高品質二次覆工への取り組み等について報

告する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1  施工位置図 
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写真－１  トンネル位置地上状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 地質縦断図（実績情報）および支保パターン 

 

図-2 地質縦断図（実績情報）および支保パターン 

２．工事概要 

 

工事名称：北大和トンネル建設工事（6k040m～7ｋ

140m 間） 

発 注 者：奈良生駒高速鉄道株式会社 

（施工管理：近畿日本鉄道株式会社） 

施工場所：奈良県生駒市上町、同北大和地内 

工 期：平成 13 年 2月 16 日 

～平成 17 年 3 月 25 日 

工事内容：トンネル延長 1,100ｍ（NATM 区間 1,074

ｍ＋明り巻区間 26ｍ） 

掘削断面積 69～76 ㎡ 

補助工法併用上半先進ショートベンチカッ

ト工法，機械掘削・タイヤ方式 

 

 

３．地形・地質概要および周辺環境 

 

(1)地形・地質概要 

 北大和トンネルは，京阪奈丘陵と呼ばれる標高差

50m 程度の丘陵地にあり，周辺は近年の宅地造成によ

って開発が進んでおり，北大和住宅地と呼ばれるニ

ュータウンに位置する． 

 図-2 に掘削実績および追加地質調査による地質縦

断図を示す．トンネルの地質は，新生代第三期鮮新世

～第四期更新世の大阪層群に属する大八丁累層と宮

方累層で構成されている．大八丁累層と宮方累層の境

界には宮方断層と呼ばれる東落ちの逆断層が存在し，

他にも 3本の断層が検出されている．また、宅地造成

工事により旧沢地形部に施工された盛土区間があり，

旧沢地形底部には沖積層が確認されている．これら盛

土部直下区間と断層区間の掘削における地表面沈下

抑制および切羽安定対策が課題であった． 

 

(2)周辺環境 

  北大和トンネルの周辺環境としては，以下の項目

を挙げることができる． 

①直上住宅地は，非常に閑静な第 1 種低層住居専

用地域である． 

②直上をライフラインの埋設された市道，街路が

複数横断，あるいは並走する． 

  したがって，トンネル工事に起因する地表面沈下に
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よる住居およびライフラインの損傷，騒音・振動によ

る住環境の悪化を極力抑制することが非常に重要で

あった． 

 

 

４．周辺環境対策 

 

(1)騒音対策 

  騒音については，トンネルに使用する機械・設備

および作業形態別に，近接家屋における騒音予測を

行い，さらに合成発生音による騒音レベルをシミュ

レーションした結果を基に，表-1 に示す騒音対策を

計画した． 

表-1  騒音対策 

種  別 機種・作業 騒  音  対  策 

ｺﾝﾄﾗﾌｧﾝ ｻｲﾚﾝﾄｺﾝﾄﾗﾌｧﾝの使用 

ﾊﾞｯﾁｬｰﾌﾟﾗﾝﾄ 建屋に防音ﾊﾟﾈﾙを使用 

設備面 

ｽﾞﾘ出用ﾀﾞﾝﾌﾟ ｴﾝｼﾞﾝﾙｰﾑ前面に防音装置を

装備 

ずり仮置場 ﾊﾞｯｸﾎｳ運転は昼間のみ 作業 

形態 掘削用機械 機械が坑内 20m 以深に入る

までは昼間作業 

 

(2)振動対策 

  振動の伝播は地質・地層構成により異なり，固体 

伝播音は家屋構造および家屋内の位置により異なる 

ため，各家屋の振動影響をシミュレーションするこ

とは不可能に近い．したがって，平均的な土被り，

地質における地表での振動レベルを予測し，対策を

立て、計測により管理していくこととした． 

①鏡吹付コンクリートは，ツインヘッダーで切削

する． 

②設計で上半仮インバート吹付が計上されてい

るが，実施工においては，計測管理を行いな

がら，実施しないことを基本とする．  

③待避所掘削等，やむを得ず大型油圧ブレーカー

を使用する際は，必ず昼間作業とする． 

 

(3)地表面沈下対策 

  北大和トンネルの設計支保パターンは，図-3，表

-2 に示す通りで，この支保構成および補助工法を基

本に施工条件を整理した上で地表面沈下抑制工法の

検討を行った． 

  北大和トンネルの地形・地質条件下では，地表面

沈下は避けられないものの，周辺環境条件を考慮す

ると，その値を最小限に抑制することが非常に重要

であり，地元住民からの強い要望であった． 

 

 

図-3  計標準支保パターン図 

表-2  設計支保工・補助工法一覧表 

工        種 一般部 盛土部 土被り最大部 

ｱｰﾁ･ｲﾝﾊﾞｰﾄ 20 ㎝・10 ㎝ 吹付 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 上半仮ｲﾝﾊﾞｰﾄ 15 ㎝ 

ロックボルト ―― ―― L=3m×8 本 P=1.2 

鋼製支保工 H-125（ｳｲﾝｸﾞﾘﾌﾞ付） H-125 

注入式ﾌｫｱﾎﾟｰﾘﾝｸﾞ ―― ―― L=3m×18 本 P=0.6 

注入式長尺鋼管先受工 

（AGF-OFP 工） 

打設長 12.5m，ｼﾌﾄ長 9m

打設間隔 45 ㎝・120° 

鋼管 φ114.3 ㎜（23 本）

注入材 シリカレジン 

打設長 12.5m，ｼﾌﾄ長 6m

打設間隔 45 ㎝・120° 

鋼管 φ114.3 ㎜（23 本）

注入材 シリカレジン 

 

―― 

 

 

脚部補強工 

（AGF-OFP 工） 

打設 8･12･14m，ｼﾌﾄ長 9m

鋼管 φ114.3 ㎜（6本）

注入材 シリカレジン 

打設長 7･10m，ｼﾌﾄ長 6m

鋼管 φ114.3 ㎜（4本）

注入材 シリカレジン 

 

―― 
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表-3 地表面沈下抑制工法（支保構造・補助工法）の変更・追加 

沈下抑制システム 支保構造・補助工法 設  計 変更・追加 

AGF 工・脚部補強工削孔方式 水削孔 気泡二重管削孔 先行沈下抑制 

長尺鏡ボルト工 ――― 断層帯水区間に導入 

鋼製支保工 H-125 H-150 

プレロードシェル工 ――― 地上条件・沈下状況に応じて導入

上半仮インバート工 計上 原則的に施工しない 

下半掘削先行補強工 ――― 盛土部直下区間に導入 

 

トンネル安定性向上 

地下水位低下工法 ――― 断層帯水区間に導入 

後続沈下抑制 早期全断面閉合 ――― 導 入 

その他 追加地質調査 ――― 導 入 

 

  地表面沈下の原因には種々のものがあり，これら

が複合して発生するのが一般的である．すなわち，

沈下を抑制するためには事前に原因別の十分な対策

工を講ずるとともに，掘削に際しては監視を強化し，

最適な対策工へと適宜変更することが必要である． 

  北大和トンネルにおける地表面沈下抑制工法につ

いて検討した結果，①先行沈下抑制，②トンネル安

定性向上，③後続沈下抑制を沈下抑制システムとし

て位置付け，基本となる設計上の対策工に加え，表

-3 に示す追加対策工を提案し，採用あるいは協議対

象とした． 

  これらの検討結果を基に，試験施工区間を設け，

NATM 工法の安全性を実証するとともに，地表面沈下

抑制工法の効果を把握した上で本格的な掘削施工に

着手した． 

 掘削工において最も問題になると考えられていた

盛土部直下区間および断層区間の施工に際しては，

表-3 に示す地表面沈下抑制工法を状況に応じ組み合

わせることで，経済性も確保しながら無事に通過す

ることができた． 

 また，試験施工においては，地表面沈下抑制工法

の効果確認だけでなく，騒音・振動対策についても

効果確認を行い，それらの結果を地元自治会に提示

し，トンネル工法の安全性および工事の周辺環境へ

の影響の低さを理解していただいた上で工事協定書

を締結し，本掘削に着手した． 

 

 

５．盛土部直下区間の掘削工 

 

(1)事前検討 

 図-1に示すように，トンネル区間には盛土部（掘

削進行順に第 1 沢部・第 2 沢部）があり，旧沢地形

底部に分布する沖積粘性土層，比較的高い地下水位

等が把握されており，地下水位低下に起因し大きな

地表面沈下が発生することが当初から懸念されてい

た．そこで，事前に追加地質調査を実施し，その結

果盛土層が粘性土層により遮水されていることが把

握できたため，薬液注入や防水型構造等の対策工法

を採用せずに，地下水変動をモニタリングしながら

図-2，表-2に示す当初設計の支保パターンで当該区

間の掘削に入った． 

 

(2)第 1 沢部の施工 

 まず，第 1 沢部において盛土層厚の増大に伴い地

表面沈下も増大する現象に遭遇した．早急に後続変

位抑制を主とする対策を実施するとともに，さらに

盛土層厚の大きな第 2 沢部に備え先行変位抑制工法

の検討を行い，先行支保工補強パターンの施工を実

施した． 

a)計測結果 

 当該区間の計測結果を要約すると以下のようにな

る． 

①盛土層厚の増大に比例して沈下量が増大した． 

②盛土層厚の大きい区間の先行沈下量が10㎜を超

えており，上半掘削時沈下量の 40～50%となった． 

③盛土層厚の大きい区間では，切羽到達前 1～2D

で先行沈下が始まっている． 

④内空変位・天端沈下量は，上半掘削時で 10 ㎜以

下と小さなものであった． 

b)上半掘削完了区間の対策工 
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既施工区間の後続変位抑制を目的として，早期全

断面閉合を実施することとしたが，トンネル内空の

変位量が小さいにもかかわらず，大きな地表面沈下

が発生していることから，掘削による応力解放が地

山より変形性の高い盛土層に影響していることが考

えられたため，下半掘削およびインバート掘削の際

の周辺地山への影響をできるだけ抑える必要があっ

た．そこで，下半掘削前に図-4 に示す下半掘削先行

補強工を実施した． 

c)未掘削区間への対策工 

 計測結果に示すようにトンネル内空の変位は小さ

いにもかかわらず先行沈下比率が高く，結果的に地

表面沈下の増大を招いていることから，切羽前方の

先受工が地山と共下がりしている現象を想定した．

そこで，共下がり現象を先受工強化で抑制しようと

考え，表-4 に示す先行支保工補強パターン（ⅠL-3

補強①）を導入した．これは，次に遭遇する第 2 沢

部の試験施工としての位置付けでもあった． 

表-4 盛土部直下区間の補強パターン 

工  法 ⅠL-3 補強①パターン ⅠL-3 補強②パターン 

AGF 工 鋼管：L=12.5m＠400 ㎜ 28 本 

注入：注入圧管理(目安注入量 160kg/本) 

ｼﾌﾄ長：6m 

鋼管：L=15.5m＠400 ㎜ 30 本 

注入：注入圧管理(目安注入量 200kg/本) 

ｼﾌﾄ長：6m 

脚部補強工 注入：注入圧管理(目安注入量 25kg/m) 注入：注入圧管理(目安注入量 30kg/m) 

ﾌﾟﾚﾛｰﾄﾞｼｪﾙ工 必ず導入 必ず導入(底版部注入袋拡大) 

鋼製支保工 H-150 H-150(ｳｲﾝｸﾞﾘﾌﾞ底版拡大型に変更) 

鏡ボルト工 ――― 切羽・地表面沈下状況に応じて導入 

 

(3)第 2 沢部の施工 

a)先行支保工の強化 

 第 1 沢部における施工の経緯ならびに計測結果を

踏まえ，盛土層厚の大きな第 2 沢部においてはより

大きな地表面沈下発生が予想されるため，さらに先

行支保工を強化したパターン（ⅠL-3 補強②）を採用

した． 

b)地表面沈下増大への対応 

表-5 第 2 沢部上半掘削完了区間の対策工 

工 法 仕  様 採用理由 

上半仮

インバ

ート工 

ｔ＝150 ㎜ 
沈下が継続し，収束傾向を

示さなかった．わずかな内

空変位が盛土層に影響して

いると考え，早急な仮閉合

が必要であった． 

下半掘

削先行

補強工 

図-5の仕様 内空変位を極力抑制すると

ともに，応力解放の影響遮

断を狙った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 2 沢部に入った当初は，先行支保工強化型の支

保パターンが効果を発揮し，地表面沈下量は 10 ㎜程

度以下と安定していた．しかし，盛土層厚が増大す

るに従い次第に地表面沈下も増大し，盛土層厚最大

部では 40 ㎜を超える地表面沈下量を観測した．その

対策として，第 1 沢部で実施した対策工法を基に表

-5の対策工を実施した． 

c)計測結果 

 第 2 沢部における地表面沈下の傾向は，第 1 沢部

とほぼ同様であった．地表面沈下範囲も影響範囲と

して通常設定される 45°＋φ/2 よりもやや広い

45°にまで広がった．また，先行沈下比率も大きく，

先行沈下抑制を目的として導入したAGF工の増強は，

盛土層厚最大部においては期待通りの効果を得るに

至らなかった． 

 

(4)盛土部直下区間の地表面沈下増大メカニズムと

施工の反省 

 まず，事前検討時に予測した通り，地下水位低下

が見られなかったことから，その影響はないと考え

られる． 

計測結果からの想定であるが，今回の予想を超え

る地表面沈下が発生したメカニズムとしては，自立

性の劣る盛土層が地山に作用し，グランドアーチが

形成できず，AGF 鋼管とともに沈下する共下がり現象

と切羽鏡面への微小な押し出し現象が発生する．掘

削の際に周辺から押し出された土砂を余分に取り除

くことにより，さらに共下がりを進行させる．この

繰り返しにより沈下が継続し，大きな沈下量となっ

たと考えられる．また，比較的小さな内空変位が変

形性の大きな盛土層に影響したことも考えられる． 

 この地表面沈下対策として，今回のようなケース図-5  下半掘削先行補強工（その 2） 
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では，切羽鏡面への押し出しを抑制し，先行沈下量

を抑制する機能の高い長尺鏡ボルトが有効だったの

ではないかと考えられる．長尺鏡ボルトは一つの有

効手段として補強メニューに上げていたが，切羽鏡

面の目に見える挙動が観測されなかったので導入に

至らなかった．今後は，鏡面挙動を容易に計測でき

る手段の開発が必要であると考える． 

上半掘削完了区間において採用した下半掘削先行

補強工は，上半支保工沈下防止と下半掘削時の地山

への影響遮断の効果が非常に高く，坑口部や断層破

砕帯等地山条件の悪い箇所に有効であると考える． 

また，早期全断面閉合はトンネルを早期に安定さ

せる効果はもちろん，路盤の悪化防止の効果も十分

期待できる．さらに厳しい条件下では，早期全断面

閉合を 1 シフト毎に繰り返す方法も採用すべき手段

の一つであると考える． 

 

 

６．断層区間の掘削工 
 

(1)突発的な湧水との遭遇 

 当初より断層区間においては，多量の湧水により

切羽が不安定になり，最悪の場合地表面までおよぶ

崩落の発生が懸念されており，盛土部直下区間に次

いで施工の難渋が予想されていたので先行水平ボー

リングにより前方探査を実施していたが，懸念され

た湧水の存在は把握できなかった．しかし，当該区

間に入って約 120m 進行した 6k417m 地点から施工し

たAGF工の鋼管から最大200 ﾘｯﾄﾙ/分の湧水量を観測

した．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2  湧水状況（6k417m） 

 

探りボーリングの結果，トンネル天端付近上部に

豊富な地下水を賦存している砂礫層が存在している

ことが明らかになったため，一旦切羽を停止し，地

上からの追加地質調査により周辺の地質状況および

地下水状況の詳細なデータを収集し，地下水対策工

法，掘削補助工法を検討した． 

 

(2)地下水位低下工法 

 追加地質調査の水質分析結果により，周辺水文物

件への影響が小さいこと，地下水位低下による地表

面沈下量が小さいこと等が予測できたため，地下水

対策として地下水位低下工法に絞って検討を行った． 

 ディープウェル工法等も可能な地上条件ではあっ

たが、地上が閑静な住宅地であり，電力供給や排水

処理が容易でないことから，坑内からの水抜きボー

リング工の試験施工を行い，地下水位低下効果を確

認することとした．試験施工の結果，地下水位低下

効果が確認でき，追加地質調査で把握できた地質情

報を基に帯水層を狙うことが可能であることから，

地下水位低下工法として水抜きボーリング工を導入

した． 

 

(3)掘削工法 

 図-1 からも分かるように，当該区間は天端付近に

帯水砂礫層を抱えている区間が長いため，地下水位

低下工法を併用しても若干の地下水位は残る．そこ

で，表-6 に示すように，地山を傷める可能性のある

補足注入が不要な天端安定対策工法を主とした補助

工法を導入したⅠL-1③パターンを採用し，掘削を進

めた． 

①地山損傷を最小限に抑えることを目的に，AGF 工

を L=12.5m×30 本に増やすとともに，鋼管ピッ

チを 400 ㎜と狭めることで補足注入を不要とす

る． 

②先行孔 15 本については，改良強度の高いセメン

ト系注入材を使用し，改良ゾーンの核とする．

後行孔15本についてはゲルタイムを早めたシリ

カレジンを使用して改良ゾーンの止水性を高め

る． 

③透水性の高い砂礫層の場合，グランドアーチが

形成されにくいことから緩み領域が拡大する可

能性がある．したがって，トンネルの安定性確

保および後続変位抑制を目的としてプレロード

シェル工を実施する． 

④緊急用の切羽安定対策工法として，注入式鏡ボ

ルト工を準備し，状況変化に即時対応できる体

制をとる． 

  特に，市道真弓・芝線横断部は，複雑な地層構成

でかつ断層の存在が予測されているため，切羽安定

が難しく，また直上に重要なライフラインを埋設し

た幹線道路があるため地表面沈下抑制も必要不可欠

である．したがって，表-6 に示すように，切羽鏡面

安定対策および切羽方向への押出し防止を目的とし

て長尺鏡ボルト工を採用したⅠL－1④パターンで掘

削し，無事通過した． 

 

(4)計測結果 

  地表面沈下は，概ね 5～10 ㎜程度と比較的小さな

数値となった．特に，長尺鏡ボルトを施工した市道

真弓・芝線横断部における地表面沈下は 5 ㎜程度以

下となり，切羽前方を拘束することで先行変位を抑

制し，その結果全変位量を抑えることができたもの

と考えられる．また，地下水位低下の影響もほとん

ど見受けられなかった．さらに，内空変位・天端沈

下も15㎜以下と比較的小さな値で収束したことから，

トンネルの安定性が確保できたものと判断された． 
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表-6 断層区間支保パターン 

区  分 設計支保パターン ⅠL-1③パターン ⅠL-1④パターン 

AGF 工 L=12.5m＠450 ㎜ 23 本 

SRF 注入 

ｼﾌﾄ長：9m 

L=12.5m＠400 ㎜ 30 本 

ｾﾒﾝﾄ系＋SRF 注入 

ｼﾌﾄ長：9m 

L=12.5m＠450 ㎜ 23 本 

ｾﾒﾝﾄ系＋SRF 注入 

ｼﾌﾄ長：9m 

脚部補強工 φ600 ㎜ 

L=5.0・7.0・8.0m 

φ600 ㎜ 

L=5.0・7.0・8.0m 

φ600 ㎜ 

L=5.0・7.0・8.0m 

鏡面補強工 ――― 鏡ボルト L=4.0m 

（必要に応じ） 

長尺鏡ボルト(FIT 工法) 

L=12.5m 

ﾌﾟﾚﾛｰﾄﾞｼｪﾙ工 ――― 必ず導入 必ず導入 

 

 

７．高品質二次覆工への取組み 
 

(1)充填の確実性向上を目指したスパン割り 

 当トンネルは，全線に渡り拡幅型 AGF 工を導入し

ており，最大拡幅断面において空洞を残さずコンク

リートを確実に充填するため，セントル長を AGF 工

1シフト長9mに合致させるスパン割り変更を行った． 

 これにより，拡幅型 AGF 断面において最拡幅部に

セントル装備のエア抜管をセットすることができる

ため，コンクリート充填の信頼性が一段と向上した． 

 

(2)膨張コンクリートによるひび割れ抑制の現場試

験 

 膨張コンクリートのトンネル二次覆工への適用事

例は極めて少なく，日本道路公団長崎自動車道路長

崎トンネルにおける報告があるのみである．これは，

ひび割れ抑制効果の信頼性と経済性の問題が背景に

あるためと思われる． 

しかしながら，今後トンネルの維持管理への取組

みが本格化する中，ひび割れを抑制することで剥落

等の危険度を低減し，その結果ライフサイクルコス

ト縮減に寄与するものと考え，今回実際の覆工コン

クリートに膨張コンクリートを使用し，現場計測・

効果確認を行った． 

なお，当現場実験は，平成 15 年度土木学会年次学

術講演会 1)にて発表された． 

 膨張コンクリート現場実験で確認された事項は，

以下の通りである． 

①プレーンコンクリートでは，温度収縮，乾燥収

縮の影響で，材齢 3～8 日に引張応力が増加し，

引張強度の 45～90％（ひび割れ発生限界点）の

範囲に入るため，ひび割れ発生の可能性が高く

なる． 

②膨張コンクリートでは，材齢初期にケミカルプ

レストレスによる圧縮応力（約 1N/㎜ 2）が導入

されるため，ひび割れ発生の可能性が大きく低

減される． 

 ほぼ同一条件下で施工したプレーンコンクリート

のスパンにはひび割れが確認されているが，膨張コ

ンクリートのスパンについてはひび割れが発生して

いないことが確認できており，繊維補強コンクリー

トに比べても経済的であることから，今後，有効な

覆工材料となり得ると考える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．おわりに 
 

 北大和トンネルは，工事中のみならず開業後の列

車走行の周辺環境への影響に対する住民の関心が高

く，周辺環境保全に配慮した施工はもちろんのこと，

地元協議，体験会・実験会の公開，現場見学会，工

事情報・環境測定情報の開示等，地元住民との対話

を積極的に進め，説明責任も果たせたものと自負し

ている． 

また，ライフサイクルコストを考慮したトンネル

構築も今後取り組んでいかなければならない課題で

あり，そういった意味でも当工事の事例が今後同種

の工事の参考となれば幸いである． 

図-7 膨張ｺﾝｸﾘｰﾄの発生応力 

図-6 ﾌﾟﾚｰﾝｺﾝｸﾘｰﾄの発生応力 

ひび割れ発生限界領域 

ひび割れ発生限界領域 
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 なお，多くの課題に対し，京阪奈新線トンネル技

術委員会（委員長：足立紀尚氏）において適切なご

指導をいただき，無事工事を完了することができた．

全ての関係者の方々に対し，この紙面をお借りして

謝意を表します． 
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